




(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

勤務費用 97百万円 104百万円

利息費用 5 0

期待運用収益 △15 △17

数理計算上の差異の費用処理額 68 45

確定給付制度に係る退職給付費用 155 133

 

(5）退職給付に係る調整額

　該当事項はありません。

 

(6）退職給付に係る調整累計額

　該当事項はありません。

 

(7）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

債券 98％ 99％

その他 2 1

合　計 100 100

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成す

る多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(8）数理計算上の計算基礎に関する事項

　主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

割引率 0.05％ 0.25％

長期期待運用収益率 1.50％ 1.50％

予想昇給率 1.69％ 1.73％

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。







当連結会計年度（自平成28年４月１日 至平成29年３月31日）

   （単位：百万円）

 
ユニット
ハウス事業

モジュール・
システム建築
事業

建設機械
レンタル事業

合計

売上高     

外部顧客への売上高 22,666 3,052 1,338 27,057

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － －

計 22,666 3,052 1,338 27,057

セグメント利益 3,860 196 300 4,357

セグメント資産 16,570 766 1,384 18,720

その他の項目     

減価償却費 2,990 29 227 3,246

有形固定資産及び無形固定資産の増加額 2,228 32 159 2,421

 

４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）
（単位：百万円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 26,339 27,057

セグメント間取引消去 △8 －

連結財務諸表の売上高 26,330 27,057

 
（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 4,274 4,357

セグメント間取引消去 － －

全社費用（注） △292 △293

連結財務諸表の営業利益 3,982 4,063

（注）全社費用は、主に親会社の本社総務部、経理部及び企画室に係る経費であります。

（単位：百万円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 20,269 18,720

全社資産（注） 18,503 20,851

連結財務諸表の資産合計 38,773 39,571

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない本社資産等であります。







２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,584 11,225

受取手形 ※１ 2,720 ※１ 2,915

電子記録債権 567 692

売掛金 ※１ 3,903 ※１ 3,782

商品及び製品 1,938 1,506

仕掛品 76 70

原材料及び貯蔵品 167 139

前渡金 － 0

前払費用 134 142

繰延税金資産 146 132

関係会社短期貸付金 90 40

その他 ※１ 29 ※１ 27

貸倒引当金 △2 △1

流動資産合計 18,356 20,673

固定資産   

有形固定資産   

貸与資産 9,986 9,124

建物 1,467 1,423

構築物 315 265

機械及び装置 96 86

車両運搬具 67 71

工具、器具及び備品 100 65

土地 6,479 6,610

建設仮勘定 7 2

有形固定資産合計 18,521 17,650

無形固定資産   

借地権 22 22

電話加入権 16 16

ソフトウエア 52 60

ソフトウエア仮勘定 27 1

無形固定資産合計 119 100

 







Ｂレンタル原価

  
前事業年度

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

減価償却費  3,332 40.6 2,982 34.9

賃借料  770 9.4 900 10.5

運賃  2,675 32.6 2,609 30.6

その他 ※１ 1,425 17.4 2,045 24.0

当期レンタル原価  8,205 100.0 8,538 100.0

脚注

摘要 前事業年度 当事業年度

※１ その他の内訳   （百万円)   （百万円)  

 少額資産分   110   113  

 ハウス設置費   558   580  

 その他   757   1,351  

 計   1,425   2,045  

 







（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式０百万円、関連会社株式９百万円、前

事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式120百万円、関連会社株式９百万円）は、市場価格がなく、時価を把握す

ることが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成29年３月31日）

繰延税金資産（流動）    

賞与引当金 76百万円 77百万円

未払事業税 56  38

未払社会保険料 12  15

その他 1  1

計 146  132

繰延税金資産（固定）    

貸倒引当金 208  97

未払役員退職慰労金 10  8

有価証券評価損 98  57

会員権評価損 0  0

退職給付引当金 6  8

資産除去債務 19  26

減損損失 48  48

その他 3  6

計 396  253

繰延税金負債（固定）    

その他有価証券評価差額 △19  △30

資産除去費用 △4  △9

計 △23  △40

繰延税金資産の純額 520  345

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成28年３月31日）
 

当事業年度
（平成29年３月31日）

法定実効税率 33.1％  30.9％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.9  5.9

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.1  △0.0

住民税均等割 1.9  1.7

留保金課税 4.2  －

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.7  －

子会社合併による影響 －  △2.6

その他 △1.2  0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 39.5  36.1

 


